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令和６年度 みらい企画創造部 施策体系 

 
 

 

 

（１） 「第４次山形県総合発展計画」の推進 

○ 「第４次山形県総合発展計画」の効果的な推進 

○ 全国知事会等と連携した施策提案の実施 

 

 

 

（１）市町村の実情に即した施策の展開支援 

○ 市町村総合交付金の交付や資金貸付による市町村の創意工夫ある

施策展開の支援 

 

 

 

（１）移住・定住施策の推進と関係人口の創出・拡大 

○ 「移住」と「仕事」に関する情報発信・相談対応の充実・強化 

○ 地域の活性化につながる関係人口の創出・拡大 

（２）安心して住み続けられる活力ある雪国づくりの推進 

○ 雪対策基本計画に基づく、冬期間の安全で安心な県民生活の確保

や雪の利活用による地域活性化等総合的な雪対策の推進 

 

 

 

（１）外国人材の受入拡大・定着促進による地域活性化 

  〇 外国人材活用支援窓口の設置による相談機能の強化 

（２）国内外との交流促進による若い世代にとって魅力的な山形県の実現 

○ グローバルな共通課題などをテーマに議論する YAMAGATA Youth 

Summit の開催によるグローバル人材の育成・交流の促進 

○ 留学生等の受入拡大から定着・活躍に向けた産学官連携によるト

ータルサポートの推進と情報発信の強化 

（３）外国人が活躍できる多文化共生社会の実現に向けた取組みの推進 

○ 外国人のニーズに即した日本語学習機会の創出・拡大及び多文化

共生社会の実現に向けたプランの策定 

■ 県勢発展のための方策の推進    

■ 円滑な市町村行財政運営に向けた支援 

■ 地域活力の向上に向けた移住・定住施策等の推進    

■ 外国人材の受入拡大・定着及び国際人材の活躍の推進 
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（１）米沢トンネル（仮称）の早期実現及び鉄道沿線活性化 

○ 米沢トンネル（仮称）の早期実現に向けた、ＪＲ東日本と共同で

実施する調査の推進、将来の米沢トンネル（仮称）整備費用負担

に備えた基金の設置 

○ 米沢トンネル（仮称）の早期実現や、県内の鉄道の維持・発展に

向けた、駅を中心としたまちづくりの推進、観光等による交流人

口の拡大など、鉄道の沿線活性化と利用拡大の取組みの推進 

（２）航空ネットワークの維持拡充 

○ ビジネス・観光両面での新たな需要の創出など、県内空港の利用

回復・拡大を通じた航空ネットワークの維持拡充 

（３）地域公共交通ネットワークの充実 

○ 県地域公共交通計画に基づく、利便性が高く持続可能な地域公共

交通ネットワークの構築 

 

 

 

（１）市町村・民間と連携したデジタル化施策の推進 

○ 自治体ＤＸ推進のための市町村への支援 

○ 産学官金で組織されたコンソーシアムとの連携による、県内各分

野におけるデジタル化の普及啓発や人材育成の実施 

○ デジタル技術による課題解決に向けた外部人材の活用 

（２）県行政のデジタル基盤の再構築等 

○ 県基幹高速通信ネットワークの運営管理 
○ 庁内のＤＸを推進するためのデジタルインフラ基盤の再構築等 

 

 

 

（１）統計利用の拡大に向けた取組みの促進 

○ 経済動向を的確に反映した統計情報の作成 

○ 施策形成に資する各種経済統計の作成や統計分析の実施 

○ 統計の普及啓発と利活用の促進 

■ 交通ネットワークの整備促進   

■ Yamagata 幸せデジタル化構想の推進   

■ 統計調査の分析や利活用の促進   
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部局名：みらい企画創造部

１ 主な要求事業

■県勢発展のための方策の推進

　(１)　「第４次山形県総合発展計画」の推進 （単位：百万円）

番号 担当課 事　業　名 新規

1
企画
調整課

総合政策審議会費 3
・ 「第４次山形県総合発展計画」の進行管理

等を行う総合政策審議会の運営

2
企画
調整課

総合計画推進事業費 18

・

・

「第４次山形県総合発展計画」の着実な推
進を図るための県内各層からの意見聴取
や県政アンケート、「第４次山形県総合発
展計画」の次期実施計画の策定に向けた
県政課題調査研究等の実施
屋内スケート施設に係る検討

3
企画
調整課

全国知事会議等事務運営費 10
・ 全国知事会や北海道東北地方知事会へ

の参画による他都道府県と連携した政策
提案の実施

4
企画
調整課

政府の施策等に対する提案
調整費

1
･ 県内市町村、経済団体等との連携による

各府省に対する提案活動の実施

■円滑な市町村行財政運営に向けた支援

　(１)　市町村の実情に即した施策の展開支援

番号 担当課 事　業　名 新規

5
市町村
課

市町村総合交付金交付事業
費

344
･ 市町村の創意工夫による施策の展開に向

けた市町村総合交付金の交付

6
市町村
課

市町村振興資金貸付事業費
【市町村振興資金特別会計】

700
･ 市町村への資金の貸付による公共施設等

の整備の促進

令和６年度当初予算　主な要求事業等一覧

令和６年度
当初要求額

事　業　概　要

令和６年度
当初要求額

事　業　概　要
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■地域活力の向上に向けた移住・定住施策等の推進

　(１)　移住・定住施策の推進と関係人口の創出・拡大

番号 担当課 事　業　名 新規

7

移住定
住・地域
活力創
生課

移住定住・人材確保戦略的
展開事業費

175

・

・

・

・

・

市町村・産業界・大学等と連携した移住者
の増大に向けた取組みの推進
「移住」と「仕事」の相談窓口の一体化と情
報発信の強化
住宅、食、職の支援を一体的に進める山
形らしい移住促進策の展開
東京圏から移住して県内中小企業等へ
就職した者に対する支援金の給付
地域おこし協力隊の定住に向けた支援

8

移住定
住・地域
活力創
生課

やまがた魅力体感関係人口
創出事業費

30

・

・

  

短期の仕事と観光や地域交流などの体験
を組み合わせたプログラムの実施
副業・兼業に関心のある都市部の高度人
材を本県の中小企業等とつなぐ仕組みの
構築

9

移住定
住・地域
活力創
生課

地域・企業共創による関係人
口拡大モデル事業費

39 ○

・ 地域づくりを共に行う地方創生に関心のあ
る企業を呼び込み、地域の活性化につな
がる関係人口の拡大・深化を目指すモデ
ル事業の実施

　(２)　安心して住み続けられる活力ある雪国づくりの推進

番号 担当課 事　業　名 新規

10

移住定
住・地域
活力創
生課

いきいき雪国やまがたづくり
推進事業費

94

・

・

市町村の克雪・利雪の雪対策を総合的に
支援する「いきいき雪国やまがた推進交付
金」の交付
雪情報システムの運用

令和６年度
当初要求額

事　業　概　要

令和６年度
当初要求額

事　業　概　要
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■外国人材の受入拡大・定着及び国際人材の活躍の推進

　（１）　 外国人材の受入拡大・定着促進による地域活性化

番号 担当課 事　業　名 新規

11

国際人材
活躍・コン
ベンショ
ン誘致推
進課

外国人材受入拡大・定着推
進事業費

28 〇
・ 外国人材の受入拡大・定着に向けた企業

向け相談機能の強化及び日本語教室開
催への支援等による日本語教育の充実

　（２）　 国内外との交流促進による若い世代にとって魅力的な山形県の実現

番号 担当課 事　業　名 新規

12

国際人材
活躍・コン
ベンショ
ン誘致推
進課

グローバル化推進事業費 28

・

・

・

YAMAGATA Youth Summitの開催による
グローバル人材の育成・交流の促進
産学官による留学生トータルサポート体制
の推進
経営者や外国人材等による企業の国際化
を促進するコミュニティ形成の支援

13

国際人材
活躍・コン
ベンショ
ン誘致推
進課

留学生受入拡大推進事業費 13

・

・

・

県内就職を目指す外国人留学生に奨学
金を支給
留学ポータルサイト、留学オンラインフェ
ア、留学アンバサダーを通して、本県の魅
力や留学生活、県内大学等の情報を国内
外へ発信
留学アンバサダー向け県内魅力体験ツ
アーを実施

14

国際人材
活躍・コン
ベンショ
ン誘致推
進課

学会・大会等誘致推進事業
費

53
・ 県内で開催されるコンベンション開催経費

等に対する支援

　(３)　外国人が活躍できる多文化共生社会の実現に向けた取組みの推進

番号 担当課 事　業　名 新規

15

国際人材
活躍・コン
ベンショ
ン誘致推
進課

外国人総合相談ワンストップ
センター運営事業費

8
･ 県内の在住外国人等に対し、生活・就労

等に関する情報提供・相談を一元的に行う
ワンストップセンターの運営

16

国際人材
活躍・コン
ベンショ
ン誘致推
進課

外国人材受入拡大・定着推
進事業費【再掲】

28 〇
・ 外国人材の受入拡大・定着に向けた企業

向け相談機能の強化及び日本語教室開
催への支援等による日本語教育の充実

令和６年度
当初要求額

事　業　概　要

令和６年度
当初要求額

事　業　概　要

令和６年度
当初要求額

事　業　概　要
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■交通ネットワークの整備促進

　(１)　米沢トンネル（仮称）の早期実現及び鉄道沿線活性化

番号 担当課 事　業　名 新規

17
総合
交通
政策課

フル規格新幹線整備推進事
業費

7

･ 米沢トンネル（仮称）整備の早期事業化、
奥羽・羽越新幹線の早期実現に向けた県
民機運の醸成及び政府への要望活動等
の展開

18
総合
交通
政策課

山形新幹線米沢トンネル（仮
称）整備事業調査費

277 ○
・ ＪＲ東日本と共同で実施する米沢トンネル

（仮称）整備計画に係る調査の負担金

19
総合
交通
政策課

山形新幹線米沢トンネル（仮
称）整備基金積立金

501 ○
・ 将来の米沢トンネル（仮称）整備費用の負

担に備えた基金積立金

20
総合
交通
政策課

やまがた鉄道沿線活性化プ
ロジェクト推進事業費

27

・ 米沢トンネル（仮称）の早期実現や、県内
の鉄道の維持・発展に向けた県内全域で
の鉄道沿線活性化と利用拡大につながる
取組みの推進

21
総合
交通
政策課

鉄道ネットワーク機能強化事
業費

2
･ 県内鉄道の利便性向上に向けた、各種団

体との連携によるＪＲ東日本や国土交通省
に対する要望活動の推進

　(２)　航空ネットワークの維持拡充

番号 担当課 事　業　名 新規

22
総合
交通
政策課

航空ネットワーク拡充事業費 61

･

･

航空ネットワークの維持拡充に向けた取組
みの推進
山形空港及び庄内空港の利用回復・拡大
のための取組みに対する支援

　(３)　地域公共交通ネットワークの充実

番号 担当課 事　業　名 新規

23
総合
交通
政策課

地域交通総合対策事業費 224

･

・

・

県民の生活交通手段であるバス路線や車
両の維持に係る事業者に対する支援
県地域公共交通計画に基づく、持続可能
な地域公共交通ネットワークの構築に向け
た取組みの推進
バス及びタクシー事業者の人材確保に対
する支援

24
総合
交通
政策課

市町村総合交付金
（生活交通確保対策事業）

92

･

･

路線バス又はデマンド交通を維持する市
町村に対する支援
生活交通の改善に向けた検討や実証運行
等を行う市町村に対する支援

令和６年度
当初要求額

事　業　概　要

令和６年度
当初要求額

事　業　概　要

令和６年度
当初要求額

事　業　概　要

（番号5

の内数）
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■Ｙａｍａｇａｔａ幸せデジタル化構想の推進

　(１)　市町村・民間と連携したデジタル化施策の推進

番号 担当課 事　業　名 新規

25
DX推進
課

デジタル化推進事業費 3

 ･

・

産学官金で組織されたコンソーシアムとの
連携による、県内各分野のデジタル化に向
けた普及啓発、人材育成
デジタル技術による課題解決に向けた外
部人材の活用

26
DX推進
課

電子県庁推進事業費 91
・

・

県・市町村共同利用による電子申請システ
ムの運用
県職員のICT関連資格取得に対する助成

　(２)　県行政のデジタル基盤の再構築等

番号 担当課 事　業　名 新規

27
DX推進
課

情報システム全体最適化推
進事業費

629

･

・

各業務で利用可能な台帳管理システムの
運用保守
大規模４システムのサーバ等のインフラを
集約・統合した統合基盤の運用及び次期
統合基盤の構築

28
DX推進
課

山形県基幹高速通信ネット
ワーク運営管理事業費

2,389
〇

一部

･

・
・

効率的な行政運営推進の基盤となる県基
幹高速通信ネットワークの運営管理及び次
期ネットワーク構築に係る基本設計【一部
新規】
基幹サーバの再構築【新規】
１人１台PCのWindows11更新及びPC配布

■統計調査の分析や利活用の促進

　(１)　統計利用の拡大に向けた取組みの促進

番号 担当課 事　業　名 新規

29
統計
企画課

経済動向分析等事業費 1
･
・

各種経済統計の作成及び分析
県施策の企画立案に資するための各種研
究会の開催等

30
統計
企画課

統計調査事務費 5
・
・

山形県統計大会の開催
統計グラフコンクール、夏休み親子統計教
室の実施等

令和６年度
当初要求額

事　業　概　要

令和６年度
当初要求額

事　業　概　要

令和６年度
当初要求額

事　業　概　要
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